
2020年（令和２年）　12月　第5次男女共同参画基本計画策定

2021年（令和3年）10月　「パートナーしがプラン2025滋賀県男女共同参画計画・女性活動推進計画」策定
　2015年(平成27年)には、北京女性会議から20年目にあたることを記念し、第59回国連婦人の地位委員会記念

会合が、「北京宣言及び行動綱領」と第23回国連特別総会「女性2000年会議」成果文書の実施状況および評価を

主要テーマに開催されました。また、同年9月の「国連持続可能な開発サミット」で採択された「SDGs（持続可能な

開発目標）」では、目標5として「ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児のエンパワーメントを行う」ことが

定められました。
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(滋賀県)令和元年度男女共同参画社会づくりに向けた県民意識調査
　(全国)令和元年度男女共同参画社会に関する世論調査(内閣府)
※小数点第2位以下を切り捨てているため、数値の合計が合わないことがあります。

(令和元年度 滋賀県女性活躍推進課)

「女のくせに」「男のくせに」「女だてらに」という言葉や、男性を先に女性を後にした名簿などは、男女間
に上下関係をつくることにつながります。

家族やジェンダー表現に関し、CM等が賛否両論を巻き起こしました。
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殴る、蹴る
首をしめる
髪を切る
火を押し付ける　など

いやがっているのに性行為を
強要する
避妊に協力しない
無理にポルノビデオ等を見せる
中絶を強要する　など

怒鳴る
無視する
人格を否定する発言をする
大切なものを捨てる　など

親族や友人とつきあわせない
外出や行動の制限を監視する　など

子どもの前で暴力を行う
子どもの前で怒鳴る　など

働くことを禁止する
生活費を渡さない
健康保険証を渡さない　など

社会的

子どもに影響の及ぶ暴力

　　　　　　　さらに、2020年（令和2年）4月に成立した改正法では、相互に連携・協力すべき関係機関として
児童相談所が明記されました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 なお、2020年（令和2年）には、パワーハラスメ
ント（パワハラ）防止のための労働施策総合推進法の改正と合わせて、男女雇用機会均等法および育児・介護休業法が
改正され、セクハラ防止のための事業主および労働者の責務の明確化などが行われています。
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（参考：滋賀県子ども・青少年局資料）

(令和3年3月公表 内閣府)
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、2018年（平成28年）には規制対象行為の拡大等
のため、2021年（令和3年）にはGPS機器等を用いた位置情報の無承諾取得などの規制等のため、同法の改正が行
われています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25～44歳代の世代に女性の労働力率が落ち込むいわゆ
る「M字カーブ」は解消に向かっていますが、就労を希望しながら実現できていない女性も多く、また、働いている女性
も、妊娠・出産・育児等を通じて希望に応じた働き方を選択できない状況があります。

（2017年以降）
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平成29年就業構造基本調査（総務省）

　子の看護休暇や介護休暇を１時間単位で取得す
ることが可能となったほか、１日の所定労働時間
にかかわらず、すべての労働者が看護休暇等を取
得可能となりました。

◎2021年（令和3年）1月施行

　事業主に対して、育児休業を取得しやすい雇用
環境の整備や妊娠・出産の申出をした労働者に対
する個別の周知・意向確認の措置が義務付けられ
たほか、有期雇用労働者の育児・介護休業取得の
要件が緩和されました。

◎2022年（令和4年）4月施行
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◎2022年(令和4年)10月施行  
　産後パパ育休(出生時育児休業)の創設のほか、
育児休業の分割取得が可能となりました。
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